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設備改修工事に係る設備設計・工事監理業務量の基礎的調査及び研究 

報告書の概要 

社団法人日本設備設計事務所協会 

業務改善特別委員会 

業務報酬標準歩掛策定小委員会 

    

１．調査・研究の背景 

１）近年、建築物における環境負荷の低減やＬＣ

Ｍにおいて、建築物の長寿命化（以下、ストック

マネジメント）に対する認識が高まっており、ス

トックマネジメントには、設備の物理的・社会的

劣化による機器の更新を含めた改修工事が不可欠

である。今後、設備改修工事に係る設計及び工事

監理（以下、設計等）の需要が、ますます増加す

るものと予想される中、設備改修工事に係る設計

等の業務報酬額が全国的に問題となっている。 

２）建築物の設計等に係る業務報酬額の基準が、

平成２１年に告示第１５号として新たに勧告され

業務報酬額の目安として定着し活用されている。

しかし、告示１５号略算方式は、新築及び増・改

築建築物を対象としており、ストックマネジメン

トのさまざまな要求に対して行われる改修工事の

設計等に業務量の算出には適していない。 

３）上記の現状を踏まえ、(社)日本設備設計事務所

協会は、設備改修工事に係る設計等の業務量等の

実態調査など、適正な設備改修工事の設計等業務

報酬額の算出に係る基礎的な調査・研究をするべ

きとの結論に至った。 

 

２．調査・研究の目的 

設備改修工事の設備設計・工事監理業務に関す

る業務量実態を把握し、適切な業務量を分析・研

究し発注者に活用して頂き、改修工事において「劣

化や壊れた部位の修繕・更新、環境への配慮、居

住性、資産価値の向上、安全性の向上」に寄与し、

消費者へ高品質で安心できる建築設備を供給する

ことを目的とする。 

 

３．調査・研究の体制    

(社)日本設備設計事務所協会・業務改善特別委員

会内に設置された業務報酬標準歩掛策定小委員会

を中心に、業務改善特別委員会担当理事及び委員

を加えた体制で調査・研究を実施する。 

４．調査・研究の方法・項目 

  １）調査方法は、(社)日本設備設計事務所協会会員

の中から調査対象者として３６社を選出し、設備

改修工事・設備設計委託業務量調査表（以下、調

査表）及び業務量集計表（以下、集計表）を配付

し、平成２２年～２４年度における設備工事改修

設計の業務内容及び業務量について、２～３件／

１社の件数で合計１００件程度を見込み依頼し

た。回答期限を平成２４年１０月～平成２５年２

月中旬とし、委員会を中心に調査を行っている。 

２）調査項目としては、設備設計業務に限定して

調査するものとし、先ずは業務概要を把握するた

め、発注者・委託形態等の委託概要、用途（類型）・

改修部分等の建物概要、工事・仕事内容等の項目

を調査する。次に、（財）建築技術教育普及セン

ター「業務報酬基準の適正活用検討研究会」によ

る改修業務タイプ別分類の設備改修（Ｃタイプ）

における業務内容について、一物件毎の管理技術

者・機械技術者・電気技術者等の業務量を調査す

る。 

  ３）研究方法は、調査表の項目についての妥当性

及び集計表への記入方法・業務内容の妥当性につ

いて研究し、調査表及び集計表のソフト化に向け

ての足掛かりとする。同時に調査表・集計表から、

延べ面積・改修面積・図面枚数・工事金額・類型
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別に対する業務量、更に合計業務量に対する追加

業務量割合を仮分析する。 

５．調査・研究の成果 

１）調査対象者３６社に調査表及び集計表記入を

依頼した結果、２１社・５９件の回答が得られた。

回答率は、対象者に対して５８％・件数に対して

は、５９％である。しかしながら、記入不足及び

未記入もあり分析対象としては、４３件である。 

２）委託内容を分析すると、４３件中調査・企画・

基本設計が２件、実施設計が４１件と圧倒的に実

施設計の委託業務が多い。しかしながら首都圏に

おいて、調査・企画・基本設計が発注されている

現実を見ると、今後地方自治体にも発注の可能性

があることを期待させる。 

３）実施設計の委託形態を分析すると、４１件中

全面改修２４件・部分改修１７件と全面改修が多

い。部分改修では、虫食い改修・居ながら改修が

あり、業務量に差がある。更に全面改修・耐震改

修の場合、建築一括発注も考えられ、委託形態別

の業務量分析が可能な調査表にすべきことが判る。 

４）調査表の項目についての妥当性及び集計表へ

の記入方法・業務内容の妥当性に対しての分析の

詳細は、別紙「報告書」による。 

５）調査表・集計表から類型・用途ごとの業務量

を分析すると、図―１～図―３の様に当然のこと

ながら平均値にばらつきがある。したがって、改

修内容・用途別に調査及び集計し、分析する必要

性があることが改めて確認できる。 

６．今後の課題 

今回の調査表及び集計表に対する意見を、来年度

以降の本調査に向けてのソフト開発に活用し、(社)

日本設備設計事務所協会会員事務所の業務日報と

連動した集計表にし、豊富なデータを収集し、適

切な業務量及び適正業務報酬を算出する資料とし

て提供出来る調査・研究とする。 
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